
全国 奈良県
（　　　）は全国順位

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

全国 奈良県
（　　　）は全国順位

Ⅴ 健やかな「都」をつくる
～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、

誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

16. 地域医療の総合マネジメント・
地域包括ケアの充実

Ⅴ

臨床研修医定員充足率は、臨床研修を実施する１０病院と県

が連携して臨床研修医の確保に取り組んだことにより、令和

元年度は全国１位の100％となりました。

これまで全国平均を下回る水準で推移していましたが、県の総

合的な医師確保対策や県立医科大学の中期目標達成に向けた

取組により、平成30年は全国平均を上回りました。

就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃月額は、これまで全国平

均を下回っていましたが、近年は上昇傾向にあり、全国平均に

追いつきつつあります。

自宅で亡くなる方の割合は、平成１８年と比べて0.6ポイント上

昇しており、全国平均と比較すると高い水準で推移していま

す。

人口１０万人当たりの訪問看護職員数は増加を続けており、

全国平均を上回った状態で推移しています。

17. 福祉の充実

人口 10 万人当たり

医師数（医療施設従事）

⑱ 27 位 → ㉚ 20 位

臨床研修医定員充足率

⑳ 33 位 → ① 1 位

平均工賃月額

⑲ 46 位 → ㉚ 28 位

人口１０万人当たり

訪問看護職員数

⑳ 8 位 → ㉚ 16 位

自宅で亡くなる方の割合

⑱ 1 位 → ㉚ 3 位

平均工賃月額
（円）

就労継続支援事業所における平均工賃（厚生労働省）衛生行政報告例（厚生労働省）

人口１０万人当たり訪問看護職員数

臨床研修医定員充足率

研修医マッチングの結果（医師臨床研修マッチング協議会）人口動態調査（厚生労働省）

自宅で亡くなる方の割合

人口10万人当たり医師数
（医療施設従事）

医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

前回偏差値

今回偏差値

240.1

（年）

（人）

150.0

175.0

200.0

225.0

275.0

250.0

H28 H30H26H24H22H20H18

201.0 207.1
213.7 217.9

225.7

246.7

258.5
（20位）

（％）

（年度）
0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R1H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20

12,880

16,118

（年度）

8,022
（46 位）

16,058
（28 位）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19

45.1
37.0

31.8
26.4

23.721.7

（人）

（年）

51.7

31.5
37.6

46.5

30.030.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H30H28H26H24H22H20

（％）

（年）
10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18

68.3

51.5

68.3

47.554.6

（1位）

（33位）

81.40

55.81

100.00 

69.60 

12.2

13.7

16.5
17.1

（1位）
（3位）

（16位）
（11位）

（14位）

（14位）（12位）（8位）

（27位） （27位）
（27位）

（27位）
（28位）

233.6

243.1

226.5
219.0

212.9
206.3 

（22位）
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

県
単
位
化
前
の

保
険
料
水
準

平成 29 年度

県
内
統
一
保
険
料
水
準

令和６年度 

激変緩和措置期間

①

②

県内保険料水準

を統一

法定外繰入の廃

止により受益と

負担の関係を

「見える化」

公費の最大限

の活用や医療

費適正化の取

組により県民

負担を抑制保険料の激変緩和措置

を市町村ごとに実施

各市町村が、県と協議

のうえ保険料改定の方

針を策定

市町村に

よっては

法定外繰

入により

軽減

国民健康保険（国保）の制度は、平成３０年４月から「各市町村ごとの運営」から「県域での

運営」に変わりました。

「同じ所得・世帯構成であれば、県内のどこに住んでも保険料が同じ」になることを目指して

います。

「国保運営の安定化と加入者負担の公平化」、「医療費の適正化」、「医療提供体制の整備」

を三位一体で推進します。

そのとおり。県内保険料水

準の統一には、市町村間の

保険料格差をなくすととも

に、医療費適正化の取組に

よる医療費の県民負担抑制

や、地域医療構想に基づく

医療提供水準の均てん化

を、県を挙げて取り組むこと

が大事なんだよ。

市町村によって差があった

国保の保険料負担の公平

化を図るため、令和６年度

には県内保険料水準を統

一するんだね。

令和６年度の県内保険料水準統一化を目指します。

地
域
医
療
の
総
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
地
域
包
括
ケ
ア
の
充
実
／
福
祉
の
充
実

(89) 国保の県営化の円滑な推進

市町村との協議により策定し

た保険料方針の着実な実行

医療費適正化計画の推進
医療費適正化計画において定めた国保保険料水準と整合した

医療費目標の達成に向け、医療費適正化の取組を推進

令和６年度の国保保険料水準の統一を目指し計画的・段階的に保険料改定を行うために

市町村ごとに県と協議の上策定した保険料方針について、各市町村が着実に実行

医療ニーズに対応した医療

提供体制の整備

地域医療構想に基づく病院機能の分化・連携、

医療提供体制の均てん化等の取組を推進
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もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

「エビデンスとナッジ」の手法で「断らない病院」と「面倒見のいい病院」の「機能分化・連携」

「働き方改革」「医師の偏在対策」を一体で進めます。

〇救急や高度医療に責任を持って対応する「断らな 

　い病院」の充実を図ってきました。

〇救急や高度医療に責任を持って対応する「断らない

　病院」と地域包括ケアシステムを支える「面倒見　

　のいい病院」の両方の機能向上を目指し、医師の適

　正配置、医療機能の分化・連携について関係者と粘

　り強い協議を進めています。

医療機関の適切な役割分

担と医療従事者の働き方

改革を進めることで、持続

可能で効率的な医療提供

体制を目指していきます。

少子・高齢化が進んでも、

安心して必要な医療を受け

ることができるのかな？

2.00

2.50

3.00

3.50

2.90 2.93 2.97

H27 H28 H29 H30

2.84 2.84
2.95

3.01 3.00

R1 目標

医療に対する県民の満足度（注）

（急病時に診てもらえる医療機関があること）

（年）

（ポイント）

満足度平均 満足度

（注）5段階評価 県民アンケート調査

2.96 2.96
目標

毎年度向上

目指す姿

全国のモデルとなる地域医療構想を実現します。

(90) 地域医療構想の推進
(92) 医師確保計画、外来医療計画の策定

Ⅴ

奈良に必要なのは

「断らない病院」　と　「面倒見のいい病院」

｢断らない病院｣｢面倒見の

いい病院｣の機能強化･

連携推進

医療従事者の働き方改革の

推進

医療従事者の勤務環境等の実態把握、

勤務環境支援改善センターによる助言・相談

医療機関の機能分化と連携の推進、

病院の診療機能・医療データの見える化の推進

医師の偏在対策
医師確保修学資金の貸与、総合診療医の育成支援

へき地勤務医師の確保、医師少数区域等で勤務する医師に対する支援
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もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

　　　医療費分析
地域の実態に即した効率的な医療費適正化の取組の立案のため、

市町村ごとの医療費の差や疾病別の差、前年度からの医療費の増減の要因を分析

後発医薬品の使用促進や糖尿病重症化予防、特定健康診査の実施率の向上等の

具体的取組を推進
医療費適正化の取組の推進

・ 第３期医療費適正化計画で医療費推計を「目標」として設定

・ 医療費を地域差（市町村差）、疾病別、前年度との増減比較の３つのアプローチにより分析

医療費適正化のため医療費分析をさらに進めます。

目指す姿

令和５年度の奈良県の県民医療費を４，８１３億円以下にします。

地
域
医
療
の
総
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
地
域
包
括
ケ
ア
の
充
実
／
福
祉
の
充
実

(91) 医療費適正化

そうですね。「医療費適正

化」の取組は、医療費の地域

差や疾病別、前年度からの

増減の要因を分析して、その

結果に基づいて効果的に取

り組むことが大事なんです。

県民の医療費負担を抑え、

誰もが安心して医療が受け

られる国民皆保険制度を

維持するためには、医療費

目標の達成を目指して、「医

療費適正化」に取り組まな

いといけないよね。

R5 目標H29 実績
4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

4,8134,745

（億円）

奈良県の県民医療費※

H29実績：国民医療費（厚生労働省）

医療費適正化

の取組により

抑制

※は数値が低い方が良くなる指標です。

87



もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

南和における在宅医療・

介護連携を促進

地域ごとの退院調整ルールの

策定と広域調整の推進
全地域での退院調整ルールの策定、地域を越えた調整の推進

訪問看護の充実・強化、在宅医療の支援強化、

ＡＩを活用した高齢者支援を推進

「奈良県高齢者福祉計画

及び第８期介護保険事業

支援計画」の策定

計画に基づいた県民・市町村・関係機関と

連携・協働した施策の推進
検討・策定

・住み慣れた地域で人生の最後まで暮らせる地域包括ケアシステムの構築に努めてきました。

・南和地域で「奈良県版生活支援スマホの実証実験（H28～H30）」を行ってきました。

在宅（自宅・老人ホーム）で亡くなる人の割合

人口動態調査(厚生労働省）

全国 奈良県

（　　　）は全国順位

（年）

（%）

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

26.0

（目標）H30H29H28H27

目標
毎年度
増加

希望を叶えるためには、在宅

医療と介護の連携を強化し

て、看取りの体制を充実させ

る必要がありますね。

平成29年の調査によると、

要介護と認定された人のう

ち、約60％が「自宅で最後

を迎えたい」と希望してい

るけど、約71％の人が病院

で亡くなっているよ。

目指す姿

在宅（自宅・老人ホーム）で亡くなる人の割合を毎年度増加させます。

(93) 地域包括ケア・在宅医療の充実、
　　 南和における地域包括ケアの実験

Ⅴ

・南和地域におけるAIを活用した高齢者支援システムの構築を進めます。

　(高齢者が使い慣れた「電話」＋「AI（人工知能）」を活用)

・奈良県版多機能職種制度（奈良県版ラヒホイタヤ）構築の検討を進めます。

・地域包括ケアシステムの構築を進めます。

●

令和3年3月策定

（4位）
22.522.5

（7位）
22.622.6

（6位）
24.824.8

19.019.0
19.919.9

20.720.7
21.821.8

（4位）
24.124.1
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もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

新キャンパス先行整備

（各種調査）

新キャンパス先行整備

（開発造成）

新キャンパス先行整備

（建築）

文化財発掘調査

造成設計、開発協議・申請、造成工事

建築基本・実施設計、各種申請、建築工事

新キャンパス継続整備及び

現キャンパス機能充実の検討
新キャンパス継続整備、新外来棟等附属病院の整備の検討

【整備コンセプト】

藤原京をモチーフとして、奈良への愛着を醸成し、奈良県立医科大学ならではの医学教育を実践する場にふさわしい姿を具体化

現在老朽化が著しい教養教育部門及び看護学科の施設を先行して整備

・ 新キャンパスの先行分移転（医療看護の教育部門と体育館）は

  令和６年度完成予定です。

・ 新外来棟等附属病院の整備の検討を進めます。

　※病院の配置計画は新駅の位置によって決まり、

　　新駅設置のための近鉄側の条件は 八木西口駅移設。 

　　同駅存廃の方針決定が令和２年度中に行えるよう協議・調整を加速。

県立医科大学教育・研究部門を近隣の旧農業研究開発センターへ移転新設を進めています。

基本計画書に基づいて、文

化財発掘調査や各種設計・

工事を進めているんです

ね。令和６年度の竣工が楽

しみです！

施設の具体的な配置計画

や施設内の必要な機能等

の検討結果が、平成３１年

３月に「新キャンパス整備

基本計画書」として取りま

とめられたよ！

目指す姿

令和６年度中に新キャンパス先行整備を竣工します。

地
域
医
療
の
総
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
地
域
包
括
ケ
ア
の
充
実
／
福
祉
の
充
実

(94) 県立医大の移転、医大病院施設・外来棟の整備

新キャンパス敷地

新外来棟等附属病院のイメージ図

（南側に新外来棟が設置された場合）

整備イメージ（平成３１年３月時点）
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目指す姿

もっと良くするために

主な取組

これまでは

取組 令和２年度 令和３年度 令和4年度

現在の西和医療センター

連携・役割分担に向けた協議・調整

県と県立病院機構が連携して必要となる機能の

基本方針・施設整備方針の検討・決定
基本構想の策定

西和医療センターの

あり方を検討

西和医療センターと総合医療
センター・総合リハビリテーシ
ョンセンター・他の医療機関と
の連携・役割分担の推進

西和医療センターは、西和地域における中核病院として、循環器疾患や小児科をはじめとする二次救急の受け入れにおいて

重要な役割を果たしています。

一方で、建設から約４０年経過し、施設の老朽化が進んでおり、高齢化や人口減少が進む中、将来に向けた西和医療センター

のあり方について検討していく必要があります。

令和元年度は、県と県立病院機構が連携した「あり方検討委員会」を設置し、西和地域の医療需給分析、西和医療センターに

求められる機能や施設規模の検討を行っています。

・

・

西和医療センターの現地での再整備は、病院機能が停止したり大幅な制限が必要になるため、移転も視野に入れた検討

を進めます。

引き続き、西和医療センターに求められる機能や規模の検討を行うとともに、外部機関との役割分担等について調整を進

めていきます。

２０年先、３０年先の西和地

域等にどのような医療ニーズ

が見込まれるかを詳細に分

析し、その結果を新西和医療

センターの機能等に反映す

ることで、将来にわたって地

域が必要とする医療を提供

することを目指しているよ！

新西和医療センターの機能

や施設規模を検討するにあ

たって、どうして西和地域

等の医療需給分析が必要

なの？

令和５年度までに新西和医療センター基本構想・基本計画を策定します。

(95) 西和医療センターの移転・再整備の検討

Ⅴ
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